
令和2年7月1日現在

（ ）

事業費

総資産

(747,675千円)

経常収益 2,126,426千円

役 員 数

貸付金
（年度末残高）

10億円

6,232千円

経常費用

事業の概要

220,949千円新事業創出支援事業
創業や中小企業の新事業を支援するため窓口相
談、企業訪問やセミナーの開催他

566,319千円

事業名

デザインホール運営

名古屋市中小企業振興会館の管理運営
中小企業振興会館管
理運営

(1,072,770千円)

内 流動負債

内 流動資産

総負債

内 固定負債等

1,028,321千円

(483,292千円)

純資産（正味財産）

内 固定資産等

1,145,501千円 1,135,160千円

ホームページ
ア ド レ ス

215,390千円

(986,261千円) (938,876千円)

貸
借
対
照
表

052-972-2412

55.7％

46,919千円
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設立年月日 代表者氏名 理事長 壷谷　幸也平成8年2月1日

052-735-2115名古屋市千種区吹上二丁目6番3号 電話番号

http://www.nipc.or.jp/

120,000千円

557,522千円

10,696千円

所在地

設立目的

経済局産業労働部産業企画課

市出資･出捐金

電話番号

資本金・基本金

令和元年度

所管部局

産業技術の研究開発の促進及び普及啓発、産業に関する人材の育成、経営の支援、経済
交流の促進等による中小企業者等への総合的な支援を通じて、市民福祉の向上に寄与す
ること並びにものづくりをはじめとする地域産業の高度化及び新たな産業の創造・育成
を図ることにより、中部圏の中核たる名古屋市の産業振興に寄与する。

主
な
事
業

223,213千円 デザインホールの管理運営

(259千円)

550,880千円

338,024千円

内 随意契約金額

(327,351千円)

(1,836,708千円)

1,556,062千円 1,390,667千円 1,266,227千円

1,933,737千円

(0千円)

(1,879,376千円) (1,776,082千円)

(404,406千円)

44.5歳

令和元年度平成30年度

正規職員

平均年齢
(市派遣職員除く)

▲ 10,179千円

(625,305千円)(656,792千円)

2,536,167千円 2,401,387千円

9億円

1,863,378千円

1,847,955千円

9億円

22,954千円

1,939,557千円

2,584,383千円

▲ 15,423千円▲ 5,819千円

5,967千円

▲ 10,082千円

0千円

(196千円)

46,762千円
(

正

味

財

産

増

減

計

算

書

)

損
益
計
算
書

当期利益（損失）

職 員 数

14,126千円

経常利益（損失）

10,998千円

補助金

(うち市派遣)

平成29年度

2,103,472千円

(うち市派遣)

53人

常 勤

42人

(うち市ＯＢ)1人

非 常 勤

17人

(うち市ＯＢ)7人

常勤役員平均報酬
(市派遣職員を除く)

正規職員平均給与
（市派遣職員、臨時職員、嘱託職員等除く）

3人

市
か
ら
の
財
政
支
出

指定管理料

役
職
員
数

委託料

614,021千円

4人

0人



経営に関する指標（共通指標）

○法人の自立性

○組織運営の効率性

○財務の健全性

○ 経営戦略計画(H29～H31)の概要

31
実績値

930,111千円
純資産（正味財産）

　　-基本金・資本金

固定長期適合率

流動比率
流動資産

▲ 10,341千円

主な経営戦略目標【戦略基軸】

経営戦略方針

・創業・経営支援等を中心に、この地域の中小企業等が必要とする総合的な支援を行います。
・長期的に安定・継続した事業を行うため、人材・財務両面から団体の自主・自立性を確保します。
・組織内、名古屋市をはじめとする関係機関、大学・研究機関や企業等との連携を強化し、効果的な事業運営と新たな価値の創造に努めます。
・産業振興を推進する事業を展開し、利用者サービスの向上を図りながら、平成３０年度以降も指定管理者として選定等されるよう適切に対応します。
・公社の事業等の適切な情報発信を行い、事業内容の充実を図りながら、認知度と魅力を向上させます。

主な成果指標（単位）

919,770千円

31
目標値

▲0.1%

191.0%

借入金依存度

固定資産

純資産＋固定負債

流動負債

38.7%
借入金＋社債

総資産

162.4%

対前年度増減

自己資本比率
純資産（正味財産）

45.2% 47.3% 2.1%
総資産

管理費比率
管理費

0.8% 0.7%
経常費用

固有職員比率
常勤固有職員数

令和元年度

83.3%
常勤職員数

市職員の役員就任割合
市職員の役員数

14.3%

0.0%

令和元年7月1日現在

役員総数

35.8%市からの収入割合
市からの

委託料・補助金・指定管理料

経常収益
31.8%

市からの委託料総額
市との随意契約比率

市との随意契約金額

1.8%

0.0%

対前年増減令和2年7月1日現在

14.3%

6　公益財団法人名古屋産業振興公社

平成30年度 令和元年度 対前年度増減

4.0%

▲1.8%

0.0%83.3%

平成30年度

88.2% 85.6% ▲2.6%

28.6%

平成30年度

対前年度増減

令和元年度

▲1.3%37.4%

地域産業・中小企業等への総合的な支援（創業・経営支援）
【公共サービスの充実】

創業件数（件） 50 39

経営相談件数（件） 1400 1510

剰余金（欠損金）

14

外部資金獲得のための新規提案件数（件） 3 5

プラズマ技術相談件数（件） 120 147

プラズマ技術移転件数（件） 10 19

地域産業・中小企業等への総合的な支援（工業技術支援）
【公共サービスの充実】

中小製造業のための研修・講習会受講者数（人） 350 353

地域産業・中小企業等への総合的な支援（研究開発支援）
【公共サービスの充実】

研究活動支援件数（件） 14

地域産業・中小企業等への総合的な支援（産業振興施設の管理運営）

【公共サービスの充実】
【財務内容の改善・向上】
【効率性の発揮と成果】

中小企業振興会館展示施設稼働率（％） 70.8 68.4

デザインホール稼働率（％） 71.0 61.1

創業支援施設入居率（nabi/金山、nabi/白金）（％） 80.0 77.9

創業支援施設新規入居件数（nabi/金山、nabi/白金）（件） 20 12

団体の事業内容の普及 認知度の向上（％） 30.0 38.0

団体の自主・自立性の確保（人材面での自主・自立性の確保）
【人材力・現場力の強化】

役職に占める固有職員の割合（％） 50.0 51.9

働きがいを感じる職員の割合（％） 80.0

地域産業・中小企業等への総合的な支援（産業見本市・展示会の開催）

【公共サービスの充実】
見本市・展示会の開催件数 4 4

団体の自主・自立性の確保（財政面での自主・自立性の確保）
【財務内容の改善・向上】

経常収益に占める自主財源割合（％） 70.0 67.2

83.3


